
将来負担比率及び有形固定資産減価償却率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）

将来負担比率及び実質公債費比率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）

7.8 7.9

0.0 3.1

実質公債費比率 8.9 7.9
類似団体内平均値

将来負担比率 13.1 0.0 0.0

7.9

79.0

実質公債費比率 12.5 12.3 13.1 14.1 14.7

実質公債費比率は、類似団体と比較して高い水準にあるが、財政健全化判断比率の早期健全化基準である25％は大きく下回っている。今後はこの基準を念頭に置いて、地方債の発行について検討しな
がら事業を実施していく必要がある。
将来負担比率も早期健全化基準の350％を大きく下回っており、現状では大きな問題はないものと思われるので、今後もこの状態を維持しつつ財政運営を行っていく。

0.0 0.0 0.0 3.1

R01

当該団体値
将来負担比率 86.0

H27 H28 H29 H30

72.3 90.0 78.3

52.1 59.1 59.8 59.7

62.3有形固定資産減価償却率 60.0 60.6
当該団体値

将来負担比率

類似団体内平均値
将来負担比率

有形固定資産減価償却率

72.3 90.0

有形固定資産減価償却率については、類似団体と比較して大きな差はないものの、率が上がってきているので、公共施設等総合管理計画に基づき、適切な維持管理に取り組んでいく必要がある。

63.6

H27 H28 H29 H30 R01

79.078.3

H28

H29

H30 R01

H28 H29 H30
R01

0.0

11.0

22.0

33.0

44.0

55.0

66.0

77.0

88.0

99.0

51.0 53.0 55.0 57.0 59.0 61.0 63.0 65.0

将
来
負
担
比
率

有形固定資産減価償却率

H27

H28

H29

H30 R01

H27

H28H29
H30

R01

0.0

11.0

22.0

33.0

44.0

55.0

66.0

77.0

88.0

99.0

7.3 8.3 9.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率

（12）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 和歌山県上富田町令和元年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

15,569

15,517

57.37

6,542,872

6,362,274

161,286

3,888,265

6,760,833

人(R2.1.1現在)

人(R2.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

14.7

79.0

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H27  Ⅲ－２ H28  Ⅲ－２ H29  Ⅲ－２

H30  Ⅲ－２ R01  Ⅲ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体毎の決算に基づく健全化判断比率等を算出していない団体については、債務償還比率、実質公債費率、将来負担比率のグラフを表記しない。

※ 類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ 63.6％ ]

類似団体内順位
31/48

全国平均
63.4

和歌山県平均
62.7

有形固定資産減価償却率の分析欄

平成２８年度に作成した公共施設等総合管理計画に基づき管理を

行って

いる。今後は、各施設の老朽化による改修や類似施設の集約、廃止

に伴う除却等に向けた協議が必要となってくる。

(％)

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

84.4

37.7

59.7

R01H30H29H28H27

63.6

59.859.1

52.153.4

62.360.660.0

（参考）債務償還比率

債務償還比率 [ 574.5％ ]

類似団体内順位
30/54

全国平均
642.8

和歌山県平均
785.6

債務償還比率の分析欄

少しずつ比率が下がってはいるものの、類似団体と比較して高い水

準にある。今後も同じような水準で推移していくと考えられるので、地

方債の発行については、慎重に検討していく必要がある。

(％)

1,500.0

1,200.0

900.0

600.0

300.0

0.0

1,154.4

0.0

520.7

R01H30H29H28H27

574.5

460.3452.2443.1465.6

602.4630.6662.4662.6

将来負担比率と有形固定資産減価償却率の推移

将来負担比率と実質公債費比率の推移

(％)

(％)

(％)

(％)
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(13)-1市町村施設類型別ストック情報分析表① 和歌山県上富田町令和元年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

15,569

15,517

57.37

6,542,872

6,362,274

161,286

3,888,265

6,760,833

人(R2.1.1現在)

人(R2.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

14.7

79.0

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H27  Ⅲ－２ H28  Ⅲ－２ H29  Ⅲ－２

H30  Ⅲ－２ R01  Ⅲ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

【道路】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
27/48

全国平均
61.9

和歌山県平均
63.5

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

97.4

33.1

61.5

R01H30H29H28H27

61.9
62.461.359.9

53.9
60.058.056.2

【道路】

一人当たり延長

類似団体内順位
27/48

全国平均
9.823

和歌山県平均
14.570

(ｍ)

0.000

20.000

40.000

60.000

80.000

100.000

1.957

67.474

20.899

R01H30H29H28H27

13.933

19.84319.71718.34021.656

13.91213.88013.940

【橋りょう・トンネル】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
25/47

全国平均
60.0

和歌山県平均
62.3

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

0.8

58.0

R01H30H29H28H27

57.8

56.655.7

51.048.7
56.154.3

52.6

【橋りょう・トンネル】

一人当たり有形固定資産（償却資産）額

類似団体内順位
17/47

全国平均
156,208

和歌山県平均
291,304

(円)

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

1,375

1,188,255

285,905

R01H30H29H28H27

279,120
276,205261,968249,740

258,763 278,690278,066278,795

【公営住宅】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
18/43

全国平均
64.0

和歌山県平均
74.0

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

17.9

63.3

R01H30H29H28H27

62.2

62.563.263.0

63.7
59.055.7

51.0

【公営住宅】

一人当たり面積

類似団体内順位
36/43

全国平均
0.782

和歌山県平均
0.989

(㎡)

0.000

2.000

4.000

6.000

8.000

10.000

0.055

7.236

1.395

R01H30H29H28H27

0.309

1.4131.2441.3361.655

0.3080.308
0.969

【港湾・漁港】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
61.2

和歌山県平均
45.5

該当数値なし

【港湾・漁港】

一人当たり有形固定資産（償却資産）額

類似団体内順位
-/-

全国平均
111,417

和歌山県平均
150,453

該当数値なし

【認定こども園・幼稚園・保育所】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
19/46

全国平均
56.7

和歌山県平均
55.5

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

27.6

53.6

R01H30H29H28H27

50.6

53.551.254.3

53.2
47.344.140.8

【認定こども園・幼稚園・保育所】

一人当たり面積

類似団体内順位
20/46

全国平均
0.091

和歌山県平均
0.162

(㎡)

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

0.020

0.533

0.211

R01H30H29H28H27

0.214
0.2220.2170.219

0.309

0.2140.2130.214

【学校施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
27/48

全国平均
60.0

和歌山県平均
67.4

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

92.0

12.8

43.7

R01H30H29H28H27

63.2

60.6

60.060.8

62.3

61.2

59.357.9

【学校施設】

一人当たり面積

類似団体内順位
28/48

全国平均
1.445

和歌山県平均
1.719

(㎡)

0.000

1.000

2.000

3.000

4.000

5.000

6.000

1.077

4.629

2.014

R01H30H29H28H27

1.620

1.8971.877

1.867

2.234

1.6171.614

2.459

【児童館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
15/20

全国平均
57.2

和歌山県平均
67.5

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

10.3

62.6

R01H30H29H28H27

72.4

58.957.1
52.1

62.0

70.368.366.2

【児童館】

一人当たり面積

類似団体内順位
11/20

全国平均
0.021

和歌山県平均
0.035

(㎡)

0.000

0.020

0.040

0.060

0.080

0.100

0.120

0.140

0.017

0.114

0.054

R01H30H29H28H27

0.052
0.051

0.0460.043

0.040

0.0520.0510.052

【公民館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
20/43

全国平均
59.2

和歌山県平均
67.5

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

16.2

59.2

R01H30H29H28H27

69.7

60.559.859.7
65.6

68.9
72.972.0

【公民館】

一人当たり面積

類似団体内順位
28/43

全国平均
0.106

和歌山県平均
0.105

(㎡)

0.000

0.300

0.600

0.900

1.200

1.500

0.008

1.121

0.275

R01H30H29H28H27

0.128

0.2660.2370.2560.264

0.1280.1270.128

施設情報の分析欄

有形固定資産減価償却率は、類似団体と比較して、高くなっているのは学校施設、児童館、公民館となっている。

学校施設に関しては建替により比較的新しい建物とそうでない建物があるが、耐震の点ではどの学校も対応済となっている。

児童館については、老朽化している建物が多く、公共施設等総合管理計画等に基づき適切な維持管理をしていく必要がある。

公民館については、老朽化に伴い、令和元年度に１施設を建替済、令和３年度に１施設を改修する計画となっている。

各施設の一人あたりの面積については、十分な状況ではないと思われるが、施設の必要性や維持管理など十分検討しながら進めていく必要がある。

2/3



 

(13)-2市町村施設類型別ストック情報分析表② 和歌山県上富田町令和元年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

15,569

15,517

57.37

6,542,872

6,362,274

161,286

3,888,265

6,760,833

人(R2.1.1現在)

人(R2.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

14.7

79.0

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H27  Ⅲ－２ H28  Ⅲ－２ H29  Ⅲ－２

H30  Ⅲ－２ R01  Ⅲ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

【図書館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
26/33

全国平均
69.0

和歌山県平均
42.2

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

88.6

7.0

45.9

R01H30H29H28H27

68.2

45.143.244.045.9

66.063.861.6

【図書館】

一人当たり面積

類似団体内順位
32/32

全国平均
0.035

和歌山県平均
0.031

(㎡)

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.013

0.405

0.096

R01H30H29H28H27

0.013

0.0950.0920.101
0.125

0.0130.0130.013

【体育館・プール】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
44/46

全国平均
58.8

和歌山県平均
62.2

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

23.9

62.9

R01H30H29H28H27

100.0

61.761.360.760.1

100.0100.0100.0

【体育館・プール】

一人当たり面積

類似団体内順位
45/46

全国平均
0.150

和歌山県平均
0.145

(㎡)

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

1.200

0.010

0.984

0.403

R01H30H29H28H27

0.043

0.3770.358
0.405

0.352

0.0430.0430.043

【福祉施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
25/31

全国平均
54.8

和歌山県平均
62.2

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

99.2

12.3

61.0

R01H30H29H28H27

78.8

57.655.356.959.5

76.974.973.0

【福祉施設】

一人当たり面積

類似団体内順位
21/31

全国平均
0.074

和歌山県平均
0.085

(㎡)

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

0.011

0.766

0.171

R01H30H29H28H27

0.069

0.1810.1780.2040.185

0.0690.0680.069

【市民会館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
6/30

全国平均
51.9

和歌山県平均
60.0

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

99.3

23.7

57.2

R01H30H29H28H27

48.8

57.354.553.9

49.2 46.744.742.7

【市民会館】

一人当たり面積

類似団体内順位
18/30

全国平均
0.100

和歌山県平均
0.115

(㎡)

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

1.200

0.020

0.867

0.260

R01H30H29H28H27

0.218

0.2440.2830.2900.329

0.2170.2170.218

【一般廃棄物処理施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
18/34

全国平均
61.6

和歌山県平均
64.8

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

100.0

15.9

62.8

R01H30H29H28H27

66.0
65.863.365.4

61.1 62.759.456.1

【一般廃棄物処理施設】

一人当たり有形固定資産（償却資産）額

類似団体内順位
34/34

全国平均
71,696

和歌山県平均
105,061

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

2,611

572,725

144,787

R01H30H29H28H27

2,611

139,897141,857157,189132,477

2,6072,6012,612

【保健センター・保健所】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
10/32

全国平均
45.5

和歌山県平均
34.5

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

98.7

34.7

53.1

R01H30H29H28H27

50.8

50.949.750.2

45.3
48.646.344.6

【保健センター・保健所】

一人当たり面積

類似団体内順位
28/32

全国平均
0.033

和歌山県平均
0.092

(㎡)

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.019

0.370

0.130

R01H30H29H28H27

0.049

0.1300.1320.1290.144

0.0490.0490.049

【消防施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
19/46

全国平均
57.9

和歌山県平均
59.0

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

91.9

17.1

60.2

R01H30H29H28H27

57.5
54.1

54.056.9
65.4

55.0

52.554.0

【消防施設】

一人当たり面積

類似団体内順位
15/46

全国平均
0.070

和歌山県平均
0.123

(㎡)

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.023

0.381

0.115

R01H30H29H28H27

0.093

0.1210.118
0.145

0.126

0.0930.0930.093

【庁舎】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
35/48

全国平均
52.3

和歌山県平均
56.5

(%)

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

97.2

10.2

54.9

R01H30H29H28H27

72.9

52.954.451.454.2

65.462.4

75.9

【庁舎】

一人当たり面積

類似団体内順位
44/48

全国平均
0.187

和歌山県平均
0.259

(㎡)

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

0.143

0.805

0.417

R01H30H29H28H27

0.221

0.4150.4050.3940.358

0.2200.2200.221

施設情報の分析欄

有形固定資産減価償却率では、類似団体と比較して、高くなっているのは図書館、体育館・プール、福祉施設、庁舎となっている。

体育館・プールについては、老朽化により、令和３年度にプールを除却することが決定している。

福祉施設については、指定管理を委託している社会福祉協議会と維持管理や改修等について協議が必要。

庁舎については、当初の建築からは４０年を超えてきているが、途中耐震改修を実施している。今後は大規模改修等を実施するかどうかの検討が必要。

全体的に築年数が経過してきている建物が多くなってきているので、公共施設等総合管理計画等に基づき、適切な維持管理に努めていく。
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